
戸田市都市景観条例の一部改正の基本的な考え方 

条例改正の背景と目的 

戸田市では、戸田市都市景観条例や景観法に基づく「戸田市景観計画」に沿って、

美しい都市づくりを推進するための景観施策に取り組んできました。その中で生じて

きた運用上の課題や社会情勢の変化等に対応し、引き続き良好な景観を創出していく

上で、より効果的な景観誘導を行うため、第２次戸田市景観計画を策定する予定とし

ています。 

戸田市都市景観条例についても、景観の質的向上を図ることを目的として、景観計

画の主な改定内容を踏まえて各種規定を一部改正する予定です。 

 

改正のポイント 

 

   

自主的な景観づくりに関する

仕組みの整備 
 

市民や事業者の自主的な景観づ

くりの取組を推進するため、必要

な仕組みを整備します。 

景観計画の変更手続の見直し 
 

引用法令の改正への対応など、

軽微な変更を速やかに行うため、

景観計画の変更に係る手続を見直

します。 

届出対象行為・手続の見直し 
 

景観への影響を考慮したより適

切な届出制度とするため、届出の

対象となる行為の規模や、届出の

手続を見直します。 

事前協議の導入 
 

効果的に景観誘導を行うため、

事業計画の早い段階で、市や都市

景観アドバイザーとの事前協議を

行う制度を導入します。 
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１  事前協議の導入 

● 景観法による届出が必要となる行為について、事前協議の手続を追加 

 

 

 

 

 

 

２  届出対象行為・手続の見直し 

● 景観法に基づく行為の届出の対象について、面積要件の考え方を変更 

行為の種別 行為の規模  

【建築物】 

・ 建築物の新築、増築、改築又

は移転 

・ 建築物の外観を変更すること

となる修繕若しくは模様替又

は色彩の変更で、外観のうち、

当該修繕等の対象となる面積

が各立面の面積の３分の１を

超えるもの 

高さが１０メートルを超え、又は延べ面積が１,０００

平方メートルを超えるもの 

 

開発区域（※）の面積が５００平方メートル以上のもの 

（旧：敷地面積） 

（高さが１０メートル以下の自己用の専用住宅は除く） 

 

都市計画法第２９条の開発許可を受けた区域において

一の事業者が同時期に建築する一団の建築物 

 

【工作物】 変更なし  

 

 

 

● 指定地区（※）内の行為が完了した後に、竣工写真を提出する手続を追加 
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周辺景観との「調和」
や「配慮」について、
具体的にどういうこ
とをすべきかを対話
を通じて共有します。 

変更 

削除 

※開発区域： 
「戸田市宅地開発

事業等指導条例」

による区域の定義

と合わせます。 

変更イメージ 敷地面積 
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※指定地区：条例で定める、地区ごとの景観づくりを推進する地区 

対話 



３  景観計画の変更手続の見直し 

● 景観計画の策定・変更時の意見募集方法を、縦覧（市役所窓口で公開）から、広く

意見を受け付けられるパブリック・コメント（市内公共施設・HP 等で公開）へ変更 

● 景観計画の変更手続について、引用法令の条項ずれなど、変更内容が軽微な場合

は簡略化できるように規定 

 

４  自主的な景観づくりに関する仕組みの整備 

● 景観計画の提案ができる団体に、条例で定める「景観づくり協議会」を追加 

● 景観協定の認可手続の際、都市景観審議会の意見を聴くことができるように規定 

 

 

 

 

 

今後のスケジュール（予定） 
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景観計画の提案制度とは？ 

景観法・都市再生特別措置法に基づく

制度で、一団の土地の区域について、

土地所有者、まちづくり NPO 法人等

や居住誘導区域内の大規模な住宅整

備事業者等が、市に景観計画の変更を

提案できる制度です。 

景観協定とは？ 

土地所有者等の全員の合意により締

結する、景観法に基づくルールです。 

建築物、工作物等のまち並みに関する

ルールのほか、維持管理など、ソフト

面の取組も含む幅広い内容を定める

ことができます。 

 

周知期間 


